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３．計画に基づき実施する事業 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 １．病床の機能分化・連携のために必要な事業 

事業名 がん患者に対する医科歯科連携推進事業 【総事業費】 
249 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 
新潟県歯科医師会 

事業の目標 がん患者の歯科診療に対応できる歯科診療所の割合を増加 
【現状：13.2％（H24 年度）→ 目標：50.0％（H34 年）】 
 
 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
 

事業の内容   がん診療連携拠点病院と歯科診療所との連携に関する課題及び連携

促進策を検討するため、がん診療連携拠点病院や歯科医師会等の関係

者による協議会を開催する。 
 
 
 
 
 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 249 (千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 166(千円) 

都道

府県 
83(千円) 民 166(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

166(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：249 千円 
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事業の区分 １．病床の機能分化・連携のために必要な事業 

事業名 母体急変時初期対応の整備・強化事業 【総事業費】 
533 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 
産婦人科医会 

事業の目標 周産期死亡率の減少 
【現状：3.9（H24 年） → 目標：3.3（H28 年）】 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
 

事業の内容  異常出血時等における産科医等の迅速な対応を図るため、「母体急変時

の初期対応指針」を作成することとし、専門職の初期対応の強化に資す

る研修会等を開催する。      
     
          

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 533(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 355(千円) 

都道

府県 
178(千円) 民 355(千円) 

 うち受託事業等

（再掲）（注３） 

355(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：533 千円 
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事業の区分 １．病床の機能分化・連携のために必要な事業 

事業名 回復期リハビリテーション病棟等施設設備整備事業 【総事業費】 
972,934

千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 
病院 

事業の目標 地域医療構想の検討を踏まえ設定 
（構想策定前においては、地域において機能分化が一定の共通認識が得

られていると考えられる施設設備整備を対象） 
 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２８年３月３１日 
 

事業の内容 地域における機能分化を推進するため、回復期リハビリテーション病

棟や地域包括ケア病棟開設等に係る施設整備費や医療機器等購入の設備

整備費を補助する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 972,934(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 53,953(千円) 
 基金 国 324,312(千円) 

都道

府県 
162,155(千円) 民  (千円) 

その他 486,467(千円) うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

備考（注４） 平成 26 年度：80,929 千円 
平成 27 年度：405,538 千円 
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事業の区分 ２．在宅医療・介護サービスの充実のために必要な事業 

事業名 在宅医療基盤整備事業 【総事業費】 
78,786 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 
医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、栄養士会等 

事業の目標 訪問診療を実施する診療所数 
【現状：28.9％（H24 年度）→ 目標：40％程度（平成 27 年度）】 
訪問歯科診療を実施する歯科診療所の割合 
【現状：30.4％（H24 年）→ 目標：40.0％（H34 年）】 
訪問看護を実施する事業者数 
【現状：220（H23 年度）→ 目標：増加させる】 
訪問薬剤指導を実施する薬局数 
【現状：923（H24 年）→ 目標：増加させる】 
訪問栄養指導を実施する事業所数 
【現状：13（H24 年）→ 目標：増加させる】 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 １ 在宅医療推進センター整備事業 

地域における在宅医療の組織的な対応に向け、県医師会及び郡市医

師会内に在宅医療推進センターを設置するため、取組の方向性や課題

を多職種連携のもとで検討を行う。 
２ 在宅医療連携支援事業 

  地域における在宅医療の連携拠点の整備や、医療機関の相互連携、

在宅医療と介護との連携体制構築に向けた各種調査・分析・検討を行

う。 
３ 在宅歯科医療連携室整備事業 
  在宅要介護者等に歯科医療や口腔ケアが迅速かつ円滑に提供される

よう、県歯科医師会及び郡市歯科医師会単位で「在宅歯科医療連携室」

を設置するとともに、在宅歯科医療連携を円滑に推進するための協議

会や実態把握のための調査を行う。 

４ 在宅歯科医療支援事業 

  地域の在宅歯科医療提供体制を整備し、安全かつ効果的な在宅歯科
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医療を推進するため、地域で中心的な役割を担う歯科医師・歯科衛生

士や高度医療を担う摂食・嚥下治療登録医を養成するための研修を行

うとともに、歯科衛生士・歯科技工士の安定的な確保を図るための復

職支援研修等を行う。 
５ 訪問看護推進事業 

  訪問看護の充実を図るため、訪問看護に従事する看護職員（初任者

及び管理者等）に対する研修を実施し、人材育成を促進するとともに、

訪問看護推進協議会を開催し、訪問看護実態調査等により明らかとな

った訪問看護の課題及び対策を検討する。 
６ 在宅医療（薬剤）推進事業 

  在宅医療（薬剤）の充実を図るため、無菌性の高い製剤等の供給体

制や訪問薬剤管理指導に取り組む人材の育成、在宅医療（薬剤）推進

に向け整えるべき環境等についての検討を行う。 
７ 在宅医療（栄養）推進事業 

訪問栄養食事指導の定着のため、多職種に対して制度を分かりやす

く伝えるための対象者別の資料を作成するための検討会を開催し、周

知媒体を作成する。また、訪問栄養食事指導に従事する管理栄養士の

人材育制の在り方やテキストの作成等について検討会を行い、テキス

トを作成する。 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費  78,786(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 51,813(千円) 

都道

府県 
25,907(千円) 民 51,813(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

23,727(千円) 
 

その他 1,066(千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：37,720 千円 
平成 27 年度：40,000 千円 
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事業の区分 ２．在宅医療・介護サービスの充実のために必要な事業 

事業名 認知症ケア医療介護連携促進事業 【総事業費】 
700 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 
県 

事業の目標 認知症ケアパス作成済み市町村数 
【現状：０（H25 年度）→ 全市町村（H27 年度）】 

事業の期間 平成２７年１月１日～平成２７年３月３１日 
 

事業の内容 認知症対策における地域の課題を把握し、解決するため、個別ケース

検討や医療介護の連携等の先進地担当者による講義等を行う。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 700(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 467(千円) 
基金 国 467(千円) 

都道

府県 
233(千円) 民 (千円) 

 うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：700 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・養成のための事業 

事業名 地域医療支援センター運営事業 
 

【総事業費】 
797,861 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 
県、医師会、医療機関、産婦人科医会 

事業の目標 病院の従事医師数 
【現状：2,800（H24 年）→ 目標：2,930（H28 年）】 
人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成 26 年４月１日～平成 32 年３月 31 日 
 

事業の内容 １ 地域医療支援センター運営事業 

  医師のキャリア形成支援と一体的に医師不足病院の医師確保の支援

等を行うことにより、医師の地域偏在の解消を図るため、新潟大学医

師学総合病院等と連携し、新潟大学医歯学総合病院に専任医師１名及

び専従職員１名を配置するとともに、医師のキャリア形成支援、医師

不足病院の支援、病院の医師事務作業補助者の設置支援等を行う。 
２ 医師・看護職員確保対策課職員給与費（一部） 

地域医療支援センターの運営に当たり、センターにおける専任医師

１名、専従職員２名（正規１、非常勤１）を配置し、それに必要な人

件費を支出する。 
３ 医師養成修学資金貸与事業 

地域医療に従事する医師を養成するため、県が医学生に対して修学

資金を貸与し（新規 7 名拡充）、卒業後、医師として一定期間指定する

医療機関等に勤務した場合、貸与金の返還を免除する。なお、県が貸

与資金を拠出し、（公財）新潟医学振興会が医学生に修学資金を貸与す

る。 
４ 臨床研修医奨学金貸与事業 

県外医学生のＵ・Ｉターン及び新潟大学医学部出身者の県内定着の

促進を図るため、県内で初期臨床研修を受ける研修医に奨学金を支給

する。 
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なお、県が奨学金の資金を拠出し、（公財）新潟医学振興会が初期

臨床研修医に奨学金を支給する。 
５ 県外医師誘致強化促進事業 

  本県の医師不足を解消するため、県外からの医師招へい等に伴う民

間医師紹介業者の活用や、新たに雇用した医師に対する事務作業負担

の軽減、研究活動の充実などに取り組む医療機関に対して補助する。 
６ 産科医等支援事業（産科医等確保支援） 

  産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、分娩手当を支給す

る分娩取扱医療機関に対して補助する。 

７ 産科医等支援事業（産科医等育成支援） 

  将来の産科医療を担う医師の育成を図るため、産科医を目指す後期

研修医手当を支給する受入病院に対して補助する。 

８ 新生児担当医（新生児科医）支援事業 

新生児医療担当医(新生児科医)の処遇を改善するため、NICU へ入室

する新生児を担当する医師に手当を支給する。 
９ 医療勤務環境改善支援センター運営事業 

医師・看護師等の医療スタッフの離職防止や医療安全の確保等を図

るため、各医療機関の勤務環境改善計画の策定、実施、評価等への支

援や診療報酬制度面、経営管理面、関連補助制度の活用等に関するア

ドバイザー派遣などの取組を行う医療機関に対する総合的な支援体制

（医療勤務環境改善支援センター）を構築する。 

 
 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 797,861(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 61,290(千円) 
基金 国 470,822 (千円) 

都道

府県 
 235,411(千円) 民 409,532(千円) 

その他 91,628(千円)  うち受託事業等

（再掲）（注３） 

666(千円) 
 

備考（注４） 平成 26 年度：192,638 千円 
平成 27 年度：52,719 千円 
平成 28～31 年度：各 115,219 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・養成のための事業 

事業名 小児救急診療医師研修事業 【総事業費】 
459 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 
医師会 

事業の目標 医療機関までの搬送時間の短縮 
【現状：39.8 分（H23 年度）→ 目標：37.4 分（H28 年度）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

事業の内容 小児科医の負担を軽減し、小児救急体制の充実を図るため、小児科以

外の医師に対して小児患者への対応力強化を図るための研修会を実施す

る。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 459(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 306(千円) 

都道

府県 
153(千円) 民 306(千円) 

 うち受託事業等

（再掲）（注３） 

306(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：459 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 病院内保育所施設整備費補助金 【総事業費】 

44,490 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

病院等 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 看護職員等の離職防止と再就職支援を図るため、病院等が設置する院

内保育所の施設整備費の一部を補助する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 44,490(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公 (千円) 

基金 国 9,787(千円) 

都道

府県 

4,893(千円) 民 9,787(千円) 

うち受託事業等（再

掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 29,810(千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：14,680 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 新人看護職員研修事業費補助金 【総事業費】 

60,686 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

病院等 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 看護の質の向上及び早期離職防止を図るため、病院等が行う新人看護

職員研修に係る研修費の一部を補助する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費  60,686(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注２） 

公 12,422(千円) 
基金 国 20,229(千円) 

都道

府県 

10,114(千円) 民 7,807(千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 30,343(千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：30,343 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 看護教員再教育事業 【総事業費】 

574 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

県 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 医療の高度化・専門分化に対応するため、看護師等学校養成所専任教

員再教育研修を実施し、教員の資質向上を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 574(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 383(千円) 
基金 国 383(千円) 

都道

府県 

191(千円) 民 (千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：574 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 専門分野（がん）における質の高い看護師育成事業 【総事業費】 

2,200千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

県 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 がん患者に対する看護ケアの充実のため、臨床実務研修を実施し、専

門性の高い臨床実践力を持つ看護師の育成を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 2,200(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 1,466(千円) 
基金 国 1,466(千円) 

都道

府県 

734(千円) 民 (千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：2,200 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 実習指導者養成事業 【総事業費】 

2,846 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

看護協会 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 看護師等学校養成所の実習施設において、新しく実習指導者にあたる

者に対して必要な研修を行い、実習指導体制を整備する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 2,846(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 1,897(千円) 

都道

府県 

949(千円) 民 1,897(千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

1,897(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：2,846 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 新人看護職員教育担当者研修事業 【総事業費】 

980 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

看護協会 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 新人看護職員の教育担当者を対象とした研修を実施し、看護の質の向

上と早期の離職防止を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 980(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 653(千円) 

都道

府県 

327(千円) 民 653(千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

653(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：980 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 看護職員Ｕターン・県内就業促進事業 【総事業費】 

11,920 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

県 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 県内で働く看護職員確保のため、首都圏養成校等の訪問や、県内看護

職の求人情報発信など、各種事業を実施し、看護学生及び看護職員の県

内就業促進を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 11,920(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 3,522(千円) 
基金 国 7,947(千円) 

都道

府県 

3,973(千円) 民 4,425(千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

2,425(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：11,920 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 看護職員養成推進事業 【総事業費】 

1,000 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

県、看護協会 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 看護職員養成施設の新設や定員増における課題解決に向けた協議会を

設置し、養成施設の設置等を推進する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 1,000(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 108(千円) 
基金 国 666(千円) 

都道

府県 

334(千円) 民 558(千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

558(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：1,000 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 看護師等養成所運営費補助金 【総事業費】 

88,410 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

看護師等養成所 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容  看護職員の確保を図るため、看護師等養成所の運営費の一部を補助す

る。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費  88,410(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国  29,470(千円) 

都道

府県 

14,735(千円) 民 29,470(千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 44,205(千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：44,205 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 看護学生修学資金貸付金（臨時貸与） 【総事業費】 

173,700 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

県 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２９年３月３１日 

 

事業の内容 看護学生に対し修学資金を貸与し、高校卒業生等の進学対策を推進す

るとともに、看護職員の県内就業・定着を促進する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 173,700(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 115,800(千円) 

都道

府県 

57,900(千円) 民 115,800(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：57,900 千円 
平成 27 年度：57,900 千円 
平成 28 年度：57,900 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 ナースセンター強化事業 【総事業費】 

17,378 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

看護協会 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 看護職員の県内就業促進を図るため、ナースセンターが地域の看護職

員確保対策の拠点となるよう職員体制を強化し、県内各地の潜在看護職

員の再就業に向けた取組を総合的に展開する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 17,378(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 11,585(千円) 

都道

府県 

5,793(千円) 民 11,585(千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

11,585(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：17,378 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 看護師等養成所施設整備費補助金 【総事業費】 

340,560 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

看護師等養成所 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 看護職員養成の充実を図るため、看護師等養成所の施設整備に要する

経費の一部を補助する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 340,560(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 113,520(千円) 

都道

府県 

56,760(千円) 民 113,520(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 170,280(千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：170,280 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 看護師等養成所設備整備費補助金 【総事業費】 

13,722 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

看護師等養成所 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 看護職員養成の充実を図るため、看護師等養成所の設備整備に要する

経費の一部を補助する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費  13,722(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 4,574(千円) 

都道

府県 

2,287(千円) 民 4,574(千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 6,861(千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：6,861 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 看護職員就労環境改善支援事業 【総事業費】 

4,582 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

病院 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 看護職員の就労環境改善を図るため、短時間正社員制度をはじめとす

る多様な勤務形態を、労働協約や就業規則等により制度化（改正）する

ことの取組に要する経費の一部を補助する。 

 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 4,582(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 1,526(千円) 

都道

府県 

764(千円) 民 1,526(千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 2,292(千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：2,290 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・育成のための事業 

事業名 院内保育事業補助金 【総事業費】 

64,278 千円 
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 

病院等 

事業の目標 人口 10万人当たり就業看護職員数（常勤換算） 

【現状：1,128.1人（H24 年）→ 目標：1,177.7 人（H27 年）】 
 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

 

事業の内容 看護職員の離職防止と再就業支援を図るため、病院内保育所を運営す

る病院に対し、保育士等の人件費の一部を補助する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 64,278(千円) 基金充当額 
（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 28,568(千円) 

都道

府県 

14,284(千円) 民 28,568(千円) 
うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 21,426(千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：42,852 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・養成のための事業 

事業名 小児救急医療支援事業 【総事業費】 
11,562 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 
病院 

事業の目標 医療機関までの搬送時間の短縮 
【現状：39.8 分（H23 年度）→ 目標：37.4 分（H28 年度）】 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

事業の内容 休日及び夜間の小児救急医療体制を確保するため、小児科専門医によ

る病院群輪番制に参加している病院に対し、運営費の一部を補助する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 11,562(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 1,927(千円) 
基金 国 5,139(千円) 

都道

府県 
2,569(千円) 民 3,212(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

(千円) 
 

その他 3,854(千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：7,708 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者等の確保・養成のための事業 

事業名 小児救急医療電話相談事業 【総事業費】 
7,822 千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

全県 

事業の実施

主体 
民間企業 

事業の目標 小児救急医療電話相談件数 
【現状：１日平均 8.3 件（H23 年度）→ 目標：11 件（H28 年度）】 

 

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

事業の内容 休日夜間における小児の保護者等の不安を解消し、救急医療に関わる

医療従事者の負担軽減を図るため、看護師による電話相談を平日準夜帯

まで相談時間を拡大して実施する。 

事業に要す

る費用の額 
金額 総事業費 7,822(千円) 基金充当額 

（国費） 
における 
公民の別 
（注２） 

公 (千円) 
基金 国 5,214(千円) 

都道

府県 
2,608(千円) 民 5,214(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注３） 

5,214(千円) 
 

その他 (千円) 

備考（注４） 平成 26 年度：7,822 千円 
 
（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注３）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行ってい

る場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲

すること。 
（注４）備考欄に、基金における年度毎の支出見込額（キャッシュベース）を記載するこ

と。 
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